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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含んでおりません。 

２．従業員数の[ ]内に、臨時雇用者数を平均人員（１日８時間換算）により外数で記載しております。 

回次 第１期中 

会計期間 

自平成18年 
11月16日 

至平成19年 
５月15日 

売上高（百万円） 51,157 

経常利益（百万円） 1,786 

中間純利益（百万円） 123 

純資産額（百万円） 9,299 

総資産額（百万円） 41,404 

１株当たり純資産額（円） 199.38 

１株当たり中間純利益金額

（円） 
2.65 

潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額（円） 
2.63 

自己資本比率（％） 22.5 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
0 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△456 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
2,013 

現金及び現金同等物の中間期

末残高（百万円） 
5,323 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（名） 

1,486 

[1,659] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含んでおりません。 

２．従業員数の[ ]内に、臨時雇用者数を平均人員（１日８時間換算）により外数で記載しております。 

回次 第１期中 

会計期間 

自平成18年 
11月16日 

至平成19年 
５月15日 

売上高（百万円） 39,138 

経常利益（百万円） 406 

中間純利益（百万円） 226 

資本金（百万円） 1,413 

発行済株式総数（株） 46,649,660 

純資産額（百万円） 9,573 

総資産額（百万円） 33,695 

１株当たり純資産額（円） 205.26 

１株当たり中間純利益金額

（円） 
4.85 

潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額（円） 
4.80 

１株当たり配当額（円） － 

自己資本比率（％） 28.4 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 

43 

[8] 



２【事業の内容】 

   当社は、平成18年11月16日、株式会社ジップドラッグ（旧社名：株式会社ジップ・ホールディングス）と株式会社

  ライフォートにより、共同して株式移転の方法で完全親会社として設立いたしました。 

   当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社及び子会社５社及び持分法適用会社２社により構成されてお 

  り、医薬品・化粧品・日用品等の販売を行う小売事業を主な事業としております。 

（事業系統図） 



３【関係会社の状況】 

 （注）１．有価証券報告書提出会社であります。 

     ２．特定子会社に該当しております。 

    ３．議決権所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。  

４．㈱ライフォートが所有しております。 

５．㈱ジップドラッグが所有しております。 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業の内容

議決権の所有割合 
（％） 

関係内容 

（連結子会社）            

㈱ジップドラッグ 

    （注）１,２ 
名古屋市北区  1,119 

ドラッグスト

ア・調剤薬局の

経営  

100.0 

当社仕入商品の販売、

役員の兼任１名、 

資金援助あり。  

㈱ライフォート 

    （注）１,２ 
兵庫県尼崎市  317 

ドラッグスト

ア・調剤薬局の

経営  

100.0 

当社仕入商品の販売、

役員の兼任１名、 

資金援助あり。  

㈱松ノ木薬品  京都市北区  80 

ドラッグスト

ア・調剤薬局の

経営  

  100.0（100.0） 

  （注）３，４ 

当社仕入商品の販売、

資金援助あり。  

㈱ホップスドラッグ 京都市西京区  30 

ドラッグスト

ア・調剤薬局の

経営  

  100.0（100.0） 

 （注）３，４ 

当社仕入商品の販売、

資金援助あり。  

（持分法適用会社）            

㈱ビーア  大阪市中央区  10 
医薬品等の開発

及び卸売  

  50.0（50.0） 

  （注）３，５ 
当社開発商品の仕入  

㈱ジップウォンツ  大阪市中央区  100 医薬品等の卸売  
  50.0（50.0） 

  （注）３，５ 

商品の仕入、 

役員の兼任２名。  



４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

  当社グループは医薬品、健康食品、化粧品、日用品等の販売を行う小売事業を主な事業としております。事業の

 種類別セグメント情報の記載を省略しておりますので、当社及び子会社別に従業員を示すと以下のとおりでありま

 す。 

 （注）従業員数はパートタイマーを含まない就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー）は[ ]内に当中間連結

   会計期間の平均人員（１日８時間換算）を外数で記載しております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員（社外から当社への出向を含んでおり、パートタイマーを含んでおりません。）であり、臨

   時雇用者数（パートタイマー）は[ ]内に当中間会計期間の平均人員（１日８時間換算）を外数で記載しておりま

   す。 

  

(3）労働組合の状況 

   労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年５月15日現在

会社名 従業員数（名） 

 株式会社アライドハーツ・ホールディングス 43 [8] 

 株式会社ジップドラッグ 841 [1,355] 

 株式会社ライフォート 514 [227] 

 株式会社松ノ木薬品 50 [42] 

 株式会社ホップスドラッグ 38 [27] 

合計 1,486 [1,659] 

  平成19年５月15日現在

従業員数（名） 43  [8]  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

       当社は、平成18年11月16日、株式移転により㈱ジップドラッグと㈱ライフォートを完全子会社とする持株会社と 

   して設立されました。従いまして、当中間期が第１期中間期となるため、前中間期との対比は行っておりません。 

(1）業績 

   当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善や民間設備投資の増加等により緩やかな回復基調 

  が続く一方、雇用や所得環境の好転で個人消費も全般的には底堅く推移いたしました。しかしながら、原油、原

  材料の価格高騰や金利上昇への懸念等、企業業績へのマイナス要因、先行き不安材料も残る状況にあります。 

   ドラッグストア業界は、成長スピードの低下傾向にともない、急速に市場の飽和感が高まっています。大手各

  社の成長戦略がＭ＆Ａ、ＦＣ展開など多様化するなか、２００９年改正薬事法の施行を踏まえ異業種との競争激

  化も予想され、当業界は大変革期を迎え本格的な業界再編へ突入する可能性がより一層高まっています。 

   このような状況下、当社は、平成18年11月16日付で株式会社ジップドラッグ（旧社名：株式会社ジップ・ホー

  ルディングス）と株式会社ライフォートが共同して株式移転による共同持株会社として設立されました。この経

  営統合は、営業基盤、主要顧客、得意分野の補完性が高い両社がそれぞれ強みを集結し、将来も競争力ある企業

  集団として地域に根ざしたドラッグストア連合体として発展・成長を高め得ると確信しており、その先駆けとし

  て、京都府に本社を置く株式会社ホップスドラッグを平成18年11月30日付で当社グループの傘下に収めました。

   店舗につきましては、株式会社ジップドラッグで４店舗、株式会社ライフォートで２店舗の計６店舗の新規出

  店を実施し、退店は株式会社ジップドラッグ７店舗、株式会社ライフォートで２店舗の計９店舗実施いたしまし

  た。この他、株式会社ライフォートが株式会社ホップスドラッグ（10店舗）を完全子会社化したことにより、当

  中間連結会計期間末のグループ直営店舗数は351店舗（株式会社ジップドラッグ213店、株式会社ライフォート 

  138店）となりました。 

   この結果、当中間連結会計期間の当社グループの業績は、株式会社ジップドラッグにおいて実施したチラシ配

  布回数削減の影響や、天候不順による両社季節商材の不振等もありましたが、売上高は、511億57百万円となり 

  ました。 

   損益面においては、統合による仕入原価の低減及び前述の株式会社ジップドラッグにおいての販促施策の変更

  による粗利改善・販促費削減効果等により、営業利益15億42百万円、経常利益17億86百万円となりましたが、株

  式会社ジップドラッグにて、「たな卸資産の評価方法」を売価還元法から月次総平均法へ変更したことに伴うた

  な卸資産評価変更差額９億82百万円が発生し、その他減損損失１億47百万円、賃貸借契約等解約損１億99百万円

  の発生等と合わせ、特別損失に14億11百万円を計上した結果、中間純利益は１億23百万円となりました。 

 

  ①調剤 

   薬価や診療報酬の改定により処方箋単価が減少したものの、中部地区を中心としたインフルエンザの流行によ

  り処方箋枚数が増加し、売上高は43億13百万円となりました。 

  ②ヘルスケア 

   風邪・花粉症関連は需要増となったものの、保健薬・胃腸薬等の需要減の影響を受け、売上高は141億53百万 

  円となりました。 

  ③ビューティケア 

   暖冬に伴う保湿スキンケア商品の販売は伸び悩んだものの、春夏シーズン商材やカウンセリング化粧品の販売

  が好調に推移したことにより、売上高は149億28百万円となりました。 

  ④ハウスキーピング 

   ジップドラッグにおける販売促進施策の転換に伴い、ベビー用品・日用消耗品等の販売が伸びず、売上高は95

  億１百万円となりました。 

  ⑤コンビニエンス 

   ペット用品・食品などを中心に販売を強化した結果、売上高は72億97百万円となりました。 

  ⑥卸売 

   連結対象前子会社の取込等により、売上高は9億62百万円となりました。  



（2）キャッシュフローの状況 

   当中間連結会計期間末における現金および現金同等物（以下「資金」という）は、5,323百万円となりまし 

  た。 

   当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりであります。 

  

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   営業活動の結果得られた資金は０百万円となりました。これは主に、税金等調整前中間純利益が490百万円と 

  なり、これに非資金項目である減価償却費482百万円、たな卸資産評価変更差額982百万円の計上などキャッシュ

  の増加要因がありましたが、仕入債務の減少額1,140百万円、法人税等の支払額637百万円などのキャッシュの減

  少要因があったためであります。 

  

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   投資活動の結果使用された資金は456百万円となりました。これは主に、新規出店を中心とした設備投資によ 

  る有形・無形固定資産の取得による支出が867百万円となったことや、保証金の回収による収入が203百万円、投

  資有価証券の売却による収入が322百万円となったためであります。 

  

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   財務活動の結果得られた資金は2,013百万円となりました。これは主に、長期借入れによる収入が5,616百万円

  となったことや、長期借入金の返済による支出が2,453百万円、短期借入金の減少による支出が850百万円となっ

  たためであります。 

  



２【仕入及び販売の状況】 

  当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ）は医薬品、健康食品、化粧品、日用品等の販売を行う小売事業を

主な事業としております。事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりますので、商品の部門別の仕入実績及

び販売実績を示すと以下のとおりであります。 

（1）仕入実績  

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

（2）販売実績 

 ① 販売方法 

   当社は、子会社に対し商品を販売しております。 

   子会社は一般顧客に対する店頭販売及び、商品卸売契約を締結している取引先に対する卸売を行っておりま  

  す。 

   販売は,その大部分が現金による小売販売でありますが、以下の内容の現金外販売を行っております。 

   ア 処方箋調剤による診療報酬の保険診療部分を、社会保険診療報酬支払基金等に売掛金として請求しており

     ます。 

   イ 医薬品券、ビール券等の商品券による商品引換を行っております。 

   ウ 法人、団体、医療機関の一部につき掛売販売をしております。 

 ② 商品部門別販売実績 

   当中間連結会計期間の販売実績を商品の部門別に示すと、次のとおりであります。 

（連結） 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

商品の部門 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年11月16日 

   至 平成19年５月15日）  

金額（百万円）   構成比（％） 

 調剤 2,885 7.7 

 小売・卸売     

  ヘルスケア 9,843 26.2 

  ビューティケア 11,461 30.5 

  ハウスキーピング 7,845 20.9 

  コンビニエンス 5,508 14.7 

合計 37,544 100.0 

商品の部門 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年11月16日 

   至 平成19年５月15日）  

金額（百万円）   構成比（％） 

 調 剤 4,313 8.4 

 小 売     

  ヘルスケア 14,153 27.7 

  ビューティケア 14,928 29.2 

  ハウスキーピング 9,501 18.6 

  コンビニエンス 7,297 14.2 

 卸 売 962 1.9 

合計 51,157 100.0 



（子会社）  

株式会社ジップドラッグ  

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

    ２．平成18年11月16日㈱ライフォートとの経営統合に伴い、小売商品部門の分類を変更しているため、小売の部

      門別前年同期比は記載しておりません。 

    ３．前年同期の合計売上高には、仕入先からの受取手数料および不動産賃貸料を含んでおります。  

 株式会社ライフォート 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

    ２．平成18年２月16日、㈱松の木薬品を子会社化しております。 

    ３．平成19年３月16日、㈱ホップスドラッグを子会社化しております。 

    ４．前連結会計年度は決算期変更に伴い６ケ月変更になっておりますので、前年同期比については記載しており

      ません。 

  

商品の部門 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年11月16日 

   至 平成19年５月15日）  

金額（百万円）  構成比（％）  前年同期比（％） 

 調 剤 3,594 11.0 101.1 

 小 売       

  ヘルスケア 8,385 25.7 － 

  ビューティケア 8,503 26.1 － 

  ハウスキーピング 6,084 18.7 － 

  コンビニエンス 6,016 18.5 － 

 小売計 28,989 89.0 99.7 

 卸 売 12 0.0 82.2 

合計 32,596 100.0 98.8 

商品の部門 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年11月16日 

   至 平成19年５月15日）  

金額（百万円）  構成比（％）   前年同期比（％） 

 調 剤 718 3.9 － 

 小 売       

  ヘルスケア 5,766 31.1 － 

  ビューティケア 6,424 34.6 － 

  ハウスキーピング 3,416 18.4 － 

  コンビニエンス 1,280 6.9 － 

小売計  16,888 91.0 － 

 卸 売 950 5.1 － 

合計 18,557 100.0 － 



    ③地域別の販売実績 

     当中間連結会計期間の地域別販売実績は、次のとおりであります。 

 （連結）  

 （注）１．当中間連結会計期間末日現在の店舗数であります。 

     ２．その他は、商品供給契約を締結している取引先に対する商品の卸売高及び、同取引先からの受取手数料であ

            ります。 

     ３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

地 域 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年11月16日 

   至 平成19年５月15日）  

店舗数 （注）１ 金額（百万円）  構成比（％） 

 愛知県 103 15,703 30.7 

 兵庫県 66 8,655 16.9 

 大阪府 46 6,619 12.9 

 三重県 43 5,954 11.6 

 奈良県 18 3,036 5.9 

 鳥取県 10 2,205 4.3 

 岐阜県 10 1,828 3.6 

 和歌山県 11 1,780 3.5 

 京都府 25 1,724 3.4 

 静岡県 8 1,120 2.2 

 東京都 5 779 1.5 

 神奈川県 1 297 0.6 

 島根県 3 296 0.6 

 滋賀県 2 192 0.4 

 その他 （注）２ － 962 1.9 

合計 351 51,157 100.0 



 （子会社）  

  株式会社ジップドラッグ 

 （注）１．当中間連結会計期間末日現在の店舗数であります。  

    ２．その他の当中間連結会計期間の金額は、商品供給契約を締結している取引先に対する商品の卸売高及び、同

      取引先からの受取手数料であり、前年同期の金額には、仕入先からの受取手数料及び不動産賃貸に係る賃貸

      料が含まれております。  

    ３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

  

  株式会社ライフォート  

 （注）１．当中間連結会計期間末日現在の店舗数であります。  

     ２．その他は、商品供給契約を締結している取引先への商品の卸売高であります。 

    ３．平成18年２月16日、㈱松ノ木薬品を子会社化しております。  

    ４．平成19年３月16日、㈱ホップスドラッグを子会社化しております。  

    ５．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

    ６．前連結会計年度は決算期変更に伴い６ケ月決算となっておりますので、前年同期比については記載しており

      ません。  

地 域 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年11月16日 

   至 平成19年５月15日）  

店舗数 （注）１ 金額（百万円） 構成比（％）   前年同期比（％） 

 愛知県 103 15,703 48.2 98.6 

 三重県 43 5,954 18.3 94.6 

 奈良県 18 3,036 9.3 101.8 

 大阪府 18 2,874 8.8 100.8 

 岐阜県 10 1,828 5.6 106.7 

 和歌山県 11 1,780 5.5 110.1 

 静岡県 8 1,120 3.4 113.1 

 兵庫県 2 285 0.9 111.7 

 その他 （注）２ － 12 0.0 3.4 

合計 213 32,596 100.0 98.8 

地 域 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年11月16日 

   至 平成19年５月15日）  

店舗数 （注）１ 金額（百万円） 構成比（％）   前年同期比（％） 

 兵庫県 64 8,369 45.1 － 

 大阪府 28 3,742 20.2 － 

 鳥取県 10 2,205 11.9 － 

 京都府 25 1,724 9.3 － 

 東京都 5 779 4.2 － 

 神奈川県 1 297 1.6 － 

 島根県 3 296 1.6 － 

 滋賀県 2 192 1.0 － 

 その他 （注）２ － 950 5.1 － 

合計 138 18,557 100.0 － 



３【対処すべき課題】 

   ドラッグストアチェーンは、ここ十数年来、医薬分業の進展、他業態からのシェア奪取により、順調に成長してま 

  いりました。しかしながら、今後は、同業者との出店競争、価格競争及び規制緩和に伴う他業態の進出等、楽観を許

  さない状況が続くと思われます。 

  これらを踏まえ、当社は、特に下記の点を重点課題として取り組んでまいります。 

 

  ①小商圏化に対応できる店舗収益構造の確立 

   狭域集客カテゴリーの拡充、自社ブランド（ＰＢ）の積極的な開発、販売促進策の見直し及び処方箋応需の推進等

  により顧客の固定化を図るとともに、店舗業務区分の明確化、情報システムや物流センターの整備によりローコスト

  オペレーションの実現を目指してまいります。 

 

  ②間接部門経費率の削減 

   業務の合理化を図るとともに、余剰人員を明確にし、状況に応じて配置転換を促します。また、物流収支・システ

  ム収支に関しても、早期に統合効果を実現できるよう取引先に協力を要請していきます。 

 

  ③自己資本比率の向上 

   急激な経営環境の変化や不祥事など企業の存続性を揺るがすようなリスクに直面した場合や、Ｍ＆Ａなどの大型投

  資案件にチャレンジする場合に備え、有利子負債の圧縮等による自己資本比率の向上を図ってまいります。 

 

  ④組織運営及び内部統制制度の確立 

   指揮命令系統の確立及び情報の共有化を図るとともに、ＣＳＲ推進室を設置し、リスクマネジメントに基づくコン

  プライアンスの推進を図ってまいります。 

    

  

４【経営上の重要な契約等】 

 １．株式移転による当社の設立  

    当社は、平成18年８月５日開催の、株式会社ジップドラッグ及び株式会社ライフォートの両社臨時株主総会にお

   いて、両社が共同して株式移転により、当社を設立することが承認され、平成18年11月16日に設立いたしました。

    詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １ 中間連結財務諸表 （1）中間連結財務諸表 注記事項（企業 

   結合関係）」に記載のとおりであります。  

 ２．連結子会社の合併について  

    当社の連結子会社である株式会社ジップドラッグ（旧社名：株式会社ジップ・ホールディングス）は、同社の完

   全子会社である株式会社白沢ドラッグ、株式会社東洋薬局、株式会社シーズアンドアーパスを平成18年11月16日に

   吸収合併いたしました。 

    詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １ 中間連結財務諸表 （1）中間連結財務諸表 注記事項（企業 

   結合関係）」に記載のとおりであります。  

  

５【研究開発活動】 

  

   特に記載すべき事項はありません。  



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

   当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

 （1）提出会社  

（注）連結子会社である株式会社ライフォートから賃借しております。  

 （2）国内子会社  

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
売場面積 
（㎡） 

従業員数 
（名） 建物及び構

築物 
土地 

(面積㎡) 
その他有形固

定資産 
敷金・差入保

証金等  
合計 

本部  

（神戸市中央区） 
事務所 （注） 105 

（注） 302 

(1,302)
27 － 435 － 43 

会社名 
事業所名 

（所在地） 
店舗数 
（店） 

設備の 
内容  

帳簿価額（百万円） 
売場面積 
（㎡） 

従業員数 
（名） 建物及び

構築物 
土地 

(面積㎡) 
その他有形
固定資産 

敷金・差入
保証金等  

合計 

㈱ジップドラッグ 愛知県  103 店舗 1,918 
750 

(4,463.06)
97 1,057 3,823 52,791 345 

  三重県 43 店舗 374 
302 

(1,515.82)
18 635 1,331 20,562 132 

  奈良県 18 店舗 467 
－ 

 
8 279 755 10,977 55 

  大阪府 18 店舗 123 
－ 

 
6 504 633 8,699 52 

  岐阜県 10 店舗 236 
－ 

 
12 138 387 5,055 34 

  和歌山県 11 店舗 368 
－ 

 
8 93 469 7,572 27 

  静岡県  8 店舗 101 
－ 

 
7 112 221 4,619 27 

  兵庫県  2 店舗 33 
－ 

 
7 99 140 1,520 7 

   [店舗計]  213   3,622 
1,052 

(5,978.88)
167 2,921 7,763 111,797 679 

  
本部その他 

(名古屋市北区他) 
 － 事務所 74 

54 

(290.00)
6 1 135 － 162 

  
[ジップドラッグ

計]  
213   3,696 

1,106 

(6,268.88)
173 2,922 7,899 111,797 841 

㈱ライフォート  兵庫県  64 店舗 710 
20 

(211.00)
272 1,756 2,760 26,681 264 

  大阪府  28 店舗 192 
82 

(870.44)
103 598 977 11,006 110 

  京都府  25 店舗 173 
169 

(1,014.29)
43 352 739 7,432 80 

  鳥取県  10 店舗 191 
－ 

 
33 180 405 6,188 39 

  東京都 5 店舗 29 
－ 

 
16 351 397 944 27 

  島根県  3 店舗 174 
－ 

 
19 32 226 2,445 8 

  滋賀県 2 店舗 39 
－ 

 
0 30 70 833 6 

  神奈川県  1 店舗 7 
－ 

 
5 343 356 223 6 

  [店舗計]   138 店舗 1,519 
273 

(2,095.73)
495 3,644 5,933 55,755 540 

  
本部その他 

(兵庫県尼崎市他) 
－ 事務所 36 

346 

(661.37)
16 161 560 － 63 

  [ライフォート計] 138   1,555 
620 

(2,757.10)
511 3,806 6,494 55,755 603 



 （注）１．金額は帳簿価額であり、建設仮勘定は含まれておりません。  

     ２．従業員数には臨時従業員（パート及びアルバイト）1,654名（１日８時間換算、期中平均値）は含まれてお 

      りません。 

    ３．「その他有形固定資産」は、「器具及び備品」の合計金額であります。  

    ４．「敷金・差入保証金等」には、「敷金・差入保証金」及び「建設協力金」を含んでおります。  

    ５．㈱ライフォートの内容には、連結子会社である㈱松ノ木薬品及び㈱ホップスドラッグの内容を含んでおりま

      す。  

    ６．上記の他、主要なリース設備として、以下のものがあります。  

  

会社名 設備の内容 
当中間連結会計期間 

リース料（百万円） 
摘要 

 ㈱ジップドラッグ 
事務所  107  リース 

店舗 295  リース 

 ㈱ライフォート 
事務所  4  リース 

店舗 9  リース 



２【設備の新設、除却等の計画】 

  （1）重要な設備計画の完了  

     当連結会計年度の期首において計画中であった設備の新設等のうち、当中間連結会計年度末までに完成したも 

    のは、次のとおりであります。 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

  

   （2）重要な設備の新設等の計画 

     当中間連結会計期間末における進行中及び計画中の主なものは次のとおりであります。 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

   ２．事業所名は仮称であります。  

  

  （3）重要な設備の除却等  

      該当事項はありません。  

  

会社名 
事業所名 

（所在地） 
設備の内容  投資額（百万円） 完了年月 売場面積（㎡） 

 ㈱ジップドラッグ  ジップドラッグ 

 小坂井店 

（愛知県宝飯郡） 

 新設店舗  88 平成19年２月 670 

  

 ジップドラッグ 

 打田店 

（和歌山県紀の川市） 

新設店舗  79 平成19年４月 488 

  

 ジップドラッグ 

 西淡店 

（兵庫県南あわじ市） 

新設店舗  114 平成19年４月 669 

  

 ジップドラッグ 

 垂水薬局 

（三重県津市） 

新設店舗  85 平成19年４月 752 

 ㈱ライフォート  ライフォート 

 志染店 

（兵庫県三木市） 

新設店舗  88 平成18年12月  455 

  

 ライフォート 

 中山店 

（兵庫県宝塚市） 

新設店舗  79 平成19年３月  496 

 合計 ６店舗    534   3,530 

会社名 事業所名 
設備の 
内容  

投資予定額 

資金調達方法  着手年月  完了予定年月 
完成後の 
売場面積 
（㎡） 

総額 
（百万円）

既支払額 
（百万円）

㈱ジップドラッグ 
竹の山店 

（愛知県日進市） 
新設店舗 121 100 自己資金 平成18年５月 平成19年５月 561 

  
五條店 

（奈良県五條市） 
新設店舗 79 37 自己資金 平成19年１月 平成19年６月 492 

  
山田三番町店 

（愛知県豊橋市） 
新設店舗 126 33 自己資金 平成19年４月 平成19年９月 661 

  
その他新設店舗 

（６店舗） 
新設店舗 412 26 自己資金 平成19年４月 平成19年11月 未定 

㈱ライフォート  
明石新明店 

（兵庫県明石市） 
新設店舗 104 32 自己資金 平成19年１月 平成19年６月 508 

  
服部店 

（大阪府豊中市） 
新設店舗 89 9 自己資金 平成19年３月 平成19年６月 492 

  
高安店 

（大阪府八尾市） 
新設店舗 44 0 自己資金 平成19年５月 平成19年７月 433 

  
その他新設店舗 

（２店舗） 
新設店舗 174 0 自己資金 平成19年６月 平成19年11月 未定 

合 計 14店舗   1,152 240         



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成19年８月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

    された株式数は含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 185,000,000 

計 185,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数（株） 

（平成19年５月15日） 

提出日現在 
発行数(株) 

（平成19年８月８日） 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 46,649,660 46,649,660  ジャスダック証券取引所 － 

計 46,649,660 46,649,660 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行された新株予約権は次のとおりであります。

[平成14年５月31日㈱ジップ・ホールディングス（現社名：㈱ジップドラッグ）臨時株主総会特別決議]  

  

（注）１ 株式会社ジップドラッグ及び株式会社ライフォートが共同して株式移転を行ったことにより当社が設立された

     ことで、株式会社ジップドラッグにおいて平成14年５月31日に付与されたストックオプションは、完全親会社

     である当社に承継されました。 

     本新株予約権は、株式移転に際して、株式移転期日の前日の最終の新株予約権原簿に記載された株式会社ジッ

     プドラッグ新株予約権の新株予約権者に対し、同社の新株予約権に代えて交付された、株式会社アライドハー

     ツ・ホールディングス新株予約権であります。 

   ２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的である株式の数を調整するものとします。た

     だし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的である株式につ

     いて行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとします。 

      調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率 

   ３ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

     より生じる１円未満の端数については、これを切り捨てるものとします。 

     また、時価を下回る価格で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整

     し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

   ４ 譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締役会の承認を要するものとします。 

   ５ 下記の場合は、新株予約権を無償で消却することができます。 

    ア 当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案、または当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案も

      しくは株式移転計画承認の議案につき当社の株主総会で承認されたとき。 

    イ 新株予約権者が権利行使をする前に、当社または当社の子会社の取締役、監査役もしくは従業員の地位喪失

      により新株予約権を行使できなかった場合。 

   ６ 権利行使の条件は以下のとおりであります。 

    ア 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時において、当社及び当社の子会社の取締役、監査役もしくは

      従業員の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由ある場合はこ

      の限りではない。 

    イ その他の権利行使の条件は、本株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と引受者との間で締結する

      新株予約権割当契約に定めるところによります。 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年５月15日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年７月31日） 

新株予約権の数（個） 916 916 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 989,280 989,280 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 240,840 240,840 

新株予約権の行使期間 
平成18年11月16日から 

平成24年５月31日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

 発行価格  240,840円 

資本組入額 120,420円 
同左 

新株予約権の行使の条件  （注）６  同左 

新株予約権の譲渡に関する事項  （注）４  同左 

代用払込みに関する事項  －  － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  （注）７  同左 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率

       
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１株当たり時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



   ７ 組織再編行為時の取扱い 

      当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、株式交換または株式移転を行う場合において、組

     織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会

     社法第236条第１項第８号のイ、ニまたはホまでに掲げる株式会社の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞ 

     れ交付するものとします。 

      この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。

     ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、株式

     交換契約または株式移転計画いおいて定めた場合に限るものとします。 

    ア 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

      組織再編行為の効力発生の時点において残存ずる新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同

      一の数をそれぞれ交付するものとします。 

    イ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

      再編対象会社の普通株式とします。 

    ウ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

      組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記２に準じて決定します。 

    エ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

      交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ調整

      した行使金額に上記③に従って決定される当該新株予約権１個あたりの目的である株式の数を乗じて得られ

      る金額とします。 

    オ 権利行使期間、その他の権利行使の条件、消却事由等 

      組織再編行為の条件等を勘案のうえ、当社取締役会が決定する。 

    カ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

      譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

   ８ 新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨

     てるものとします。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

     該当事項はありません。 

  



(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）平成18年11月16日に株式移転により設立しております。 

(5）【大株主の状況】 

  

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年11月16日 

（注） 
46,649,660 46,649,660 1,413 1,413 500 500 

  平成19年５月15日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

 石橋 一郎  兵庫県西宮市 6,019,440 12.90 

 舌古 宏  三重県津市 2,462,400 5.28 

 日本トラスティ・サービス信託銀行 

 株式会社（信託口） 
 東京都中央区晴海１丁目８番11号 2,412,000  5.17 

 熊澤 厚生  名古屋市守山区 2,313,360  4.96 

 山本 健一  愛知県田原市 2,308,720  4.95 

 アライドハーツ従業員持株会  神戸市中央区橘通４丁目２番13号 1,984,908  4.26 

 株式会社イシバシ  大阪市中央区鶴野町２－３ 1,952,000  4.18 

 株式会社デュアルバランス  愛知県田原市田原町東大浜128番地の２ 1,944,000  4.17 

 有限会社シーズホールディングス  愛知県田原市田原町殿町６番地 1,540,080  3.30 

 資産管理サービス信託銀行株式会社 

（年金持金口） 
 東京都中央区晴海１丁目８番12号 1,397,000  2.99 

計 － 24,333,908 52.16 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）１ 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所によるものであります。 

     ２ 各月前月16日から当月15日の期間について記載しております。 

  

  平成19年５月15日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
 （自己保有株式）   

普通株式   8,000 
－ 

株主として権利内容に制限

のない、標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

     46,478,000 
46,478  同 上 

単元未満株式 
普通株式 

      163,660 
－ 

株主として権利内容に制限

のない、標準となる株式 

１単元（1000株）未満株式  

発行済株式総数 46,649,660 － － 

総株主の議決権 － 46,478 － 

  平成19年５月15日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義 
所有株式数
（株） 

他人名義 
所有株式数
（株） 

所有株式数
の合計
（株） 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合（％） 

株式会社アライドハーツ・

ホールディングス  

神戸市中央区橘通４丁目２

番13号  
8,000 － 8,000 0.02 

計 － 8,000 － 8,000 0.02 

月別 平成18年12月  平成19年１月  ２月  ３月  ４月  ５月 

最高（円） 440 495 450 445 389 487 

最低（円） 390 413 420 308 335 379 



３【役員の状況】 

 当社は、平成18年11月16日、㈱ジップドラッグ及び㈱ライフォートの株式移転により共同で設立されました。 

 当半期報告書提出日現在における当社役員の状況は次のとおりであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略 歴 
所有株式数 
（株） 

代表取締役 

会長 
－ 久松 正志 昭和28年１月20日生

昭和51年４月  

平成２年２月 

平成２年５月 

平成５年５月 

平成16年５月 

  

平成16年11月 

  

平成18年２月 

  

平成18年11月 

サントリー株式会社入社 

株式会社神薬堂入社 

同社常務取締役 

同社代表取締役社長 

株式会社ライフォート代表取締

役会長 

株式会社十社会代表取締役社長

（現任） 

株式会社松ノ木薬品代表取締役

会長 

当社代表取締役会長（現任）  

1,187,320 

代表取締役 

社長  
－ 石橋 一郎  昭和32年８月３日生

昭和58年４月 

昭和58年12月 

昭和59年10月 

  

平成５年７月 

平成９年７月 

平成18年11月  

株式会社東京マルゼン薬局入社 

同社取締役 

株式会社マルゼン（現 株式会

社ライフォート）入社 取締役 

同社専務取締役 

同社取締役社長 

当社代表取締役社長（現任） 

6,019,440 

代表取締役 

副社長  
－ 北嶋 永一 昭和24年４月15日生

昭和63年４月 

  

  

平成14年10月 

  

  

平成15年５月 

平成15年８月 

  

平成15年９月 

  

平成16年５月 

  

平成17年２月 

  

平成17年８月 

  

平成17年11月 

  

  

平成18年11月 

株式会社ウイステリア（現 株

式会社CFSコーポレーション）入

社 

株式会社ジップ・ホールディン

グス（現 株式会社ジップドラ

ッグ）入社 店舗運営部長 

同社執行役員店舗運営部長 

同社執行役員営業本部長兼店舗

運営部長 

同社取締役兼執行役員営業本部

長兼店舗運営部長 

同社代表取締役副社長兼執行役

員営業本部長 

同社代表取締役社長兼執行役員

営業本部長 

株式会社ジップウォンツ取締役

（現任） 

株式会社ジップ・ホールディン

グス（現 株式会社ジップドラ

ッグ）代表取締役社長執行役員 

当社代表取締役副社長（現任）  

29,160 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略 歴 
所有株式数 

（株） 

取締役  
情報システム

部長  
西崎 昭 昭和33年８月26日生

昭和57年４月 

昭和59年４月 

  

昭和63年７月 

  

平成４年９月 

平成７年９月 

  

平成12年２月 

平成12年５月 

  

  

平成12年８月 

平成12年11月 

  

平成14年８月 

  

平成14年12月 

  

平成16年５月 

  

  

  

平成17年２月 

  

平成17年11月 

  

平成18年11月 

  

社会保険中京病院勤務 

マイニチ薬局（個人事業）従事

開始 

有限会社マイニチ薬局設立 取

締役 

同社代表取締役社長 

株式会社マイニチ薬局代表取締

役社長 

同社代表取締役副会長 

株式会社ジップ・ホールディン

グス（現 株式会社ジップドラ

ッグ）入社 

同社取締役 

同社取締役兼執行役員サポート

本部長 

同社取締役兼執行役員サポート

本部長兼経営企画室長 

株式会社ドラッグタックヘルシ

ー取締役 

株式会社ジップ・ホールディン

グス（現 株式会社ジップドラ

ッグ）取締役兼執行役員サポー

ト本部長兼情報管理部長 

同社常務取締役兼執行役員サポ

ート本部長兼情報管理部長 

同社取締役常務執行役員営業本

部長兼情報管理部長  

当社取締役情報システム部長

（現任）  

162,000 

取締役  － 平瀬 禎治 昭和16年１月19日生

昭和34年４月 

  

平成４年５月 

平成６年６月 

  

  

平成８年６月 

平成14年２月 

  

  

平成15年２月 

  

平成16年２月 

  

  

平成18年11月  

株式会社協和銀行（現 株式会

社りそな銀行）入行 

同行調布支店統括支店長 

あさひ綜合サービス株式会社

（現 新和商事株式会社）取締

役 

同社専務取締役 

株式会社ジップ・ホールディン

グス（現 株式会社ジップドラ

ッグ）監査役 

株式会社シーズアンドアーパス

監査役 

株式会社白沢ドラッグ監査役 

株式会社東洋薬局監査役 

株式会社マイニチ薬局監査役 

当社取締役（現任） 

16,200 

取締役 － 北山 真  昭和36年３月11日生

平成６年４月 

平成15年10月 

平成16年８月 

  

平成18年11月  

弁護士登録 

北山法律事務所開設 

株式会社ライフォート監査役 

（現任） 

当社取締役（現任）  

－ 

監査役 

（常勤）  
－ 川久保 知子 昭和17年11月３日生

昭和36年４月 

  

昭和44年１月 

平成６年12月 

平成11年５月 

  

  

平成18年11月  

株式会社日本相互銀行（現 株

式会社三井住友銀行）入行 

株式会社東京マルゼン薬局入社 

同社取締役 

株式会社マルゼン（現 株式会

社ライフォート）入社 常勤監

査役 

当社常勤監査役（現任） 

株式会社ライフォート監査役

（現任）  

8,000 

 



（注）１ 取締役 平瀬禎治、同 北山真の両氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。  

    ２ 監査役 清水明、同 青木清明の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略 歴 
所有株式数 
（株） 

監査役 

（非常勤）  
－ 石黒 功 昭和27年６月９日生

昭和56年１月 

平成３年10月 

  

  

平成10年10月 

  

平成13年６月 

  

平成13年12月 

  

  

平成14年２月 

  

平成15年２月 

平成18年11月  

株式会社石黒製薬所 取締役 

同社代表取締役社長（現任） 

イシグロ農材株式会社代表取締

役社長（現任） 

株式会社イシグローイング代表

取締役社長（現任） 

株式会社アーパス代表取締役会

長 

株式会社ジップ・ホールディン

グス（現 株式会社ジップドラ

ッグ）取締役 

株式会社シーズアンドアーパス

代表取締役 

同社取締役 

当社監査役（現任）  

278,640 

監査役 

（非常勤）  
－ 清水 明  昭和11年２月10日生

昭和44年４月 

  

  

昭和60年５月 

  

平成15年６月 

平成18年11月  

公認会計士登録 

監査法人太田哲三事務所（現 

新日本監査法人）入所 

同監査法人代表社員 

美津濃株式会社監査役（現任） 

株式会社ライフォート監査役 

当社監査役（現任）  

4,000 

監査役 

（非常勤）  
－ 青木 清明 昭和25年11月13日生

昭和52年７月 

平成４年７月 

  

平成15年２月 

  

  

平成18年11月 

三重県庁入庁 

進学予備校青木塾開業 

株式会社東洋薬局顧問 

株式会社ジップ・ホールディン

グス（現 株式会社ジップドラ

ッグ）監査役（現任） 

当社監査役（現任）  

2,160 

 計 7,706,920 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

   （3）当社は、当中間期が第１期中間期であり、最初の半期報告書作成となります。よって、前中間期との対比は行っ

   ておりません。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成18年11月16日から平成19年５月15日

まで）及び当中間会計期間（平成18年11月16日から平成19年５月15日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表に

ついて、新日本監査法人の中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
当中間連結会計期間末 
（平成19年５月15日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１．現金及び預金     5,323

２．売掛金     1,779

３．たな卸資産     12,913

４．その他      3,160

流動資産合計     23,177 56.0

Ⅱ 固定資産     

１．有形固定資産  ※１   

(1）建物及び構築物     5,357

(2）土地     2,244

(3）その他     1,014

 有形固定資産合計      8,616 20.8

２．無形固定資産     

(1）のれん     460

(2）その他     596

 無形固定資産合計      1,057 2.5

３．投資その他の資産     

(1）差入保証金     6,961

(2）その他     1,639

貸倒引当金     △48

 投資その他の資産合計     8,552 20.7

 固定資産合計      18,226 44.0

資産合計     41,404 100.0

        

 



    
当中間連結会計期間末 
（平成19年５月15日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１．買掛金     14,605

２．短期借入金     800

３．１年内償還予定社債     126

４．１年内返済予定 
長期借入金 

    3,769

５．賞与引当金     567

６．ポイント債務引当金     1,608

７．その他     2,606

流動負債合計     24,082 58.1

Ⅱ 固定負債     

１．社債     353

２．長期借入金     7,053

３．退職給付引当金     116

４．役員退職慰労引当金     46

５．負ののれん     151

６．その他     300

固定負債合計     8,022 19.4

負債合計     32,104 77.5

      

（純資産の部）     

Ⅰ 株主資本     

１．資本金     1,413 3.4

２．資本剰余金     1,907 4.6

３．利益剰余金     5,950 14.4

４．自己株式     △3 △0.0

株主資本合計     9,268 22.4

Ⅱ 評価・換算差額等     

  その他有価証券 
評価差額金 

    31 0.1

評価・換算差額等合計     31 0.1

純資産合計     9,299 22.5

負債純資産合計     41,404 100.0

      



②【中間連結損益計算書】 

    
当中間連結会計期間 

（自 平成18年11月16日 
至 平成19年５月15日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     51,157 100.0

Ⅱ 売上原価     37,977 74.2

売上総利益     13,179 25.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

１．給与及び手当   4,576 

２．賞与引当金繰入額   560 

３．退職給付費用   98 

４．ポイント債務引当金 
繰入額 

  256 

５．賃借料   2,517 

６．その他   3,627 11,637 22.8

営業利益     1,542 3.0

Ⅳ 営業外収益     

１．受取利息   20 

２．受取配当金   11 

３．受取家賃   82 

４．受取手数料   159 

５．負ののれんの償却額   20 

６．持分法による 
投資利益  

  13 

７．その他   96 403 0.8

Ⅴ 営業外費用     

１．支払利息   61 

２．営業外支払手数料   17 

３．支払家賃   47 

４．その他   32 158 0.3

経常利益     1,786 3.5

 



    
当中間連結会計期間 

（自 平成18年11月16日 
至 平成19年５月15日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益     

１．固定資産売却益   2 

２．投資有価証券売却益   50 

３．保険解約益   56 

４．その他   6 115 0.2

Ⅶ 特別損失     

１．固定資産売却損   6 

２．固定資産除却損 ※１ 14 

３．投資有価証券売却損   8 

４．減損損失 ※２ 147 

５．賃貸借契約等解約損   199 

６．子会社たな卸資産 
評価変更差額  

  982 

７．経営統合費用   39 

８．その他   12 1,411 2.8

税金等調整前 
中間純利益 

    490 1.0

法人税、住民税及び 
事業税 

  355 

過年度法人税等    134 

法人税等調整額   △123 367 0.7

中間純利益     123 0.2

        



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間（自 平成18年11月16日 至 平成19年５月15日） 

（注）平成18年11月15日残高は、株式移転前の株式会社ジップドラッグおよび株式会社ライフォートの連結上の残高を基

  礎とした合計額を記載しております。  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年11月15日残高（百万円） 1,437 1,883 6,029 △0 9,350

中間連結会計期間中の変動額     

株式移転による増減 △24 24 － － －

剰余金の配当   △202   △202

中間純利益   123   123

自己株式の取得   △3 △3

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

    

中間連結会計期間中の変動額合計 
          （百万円） 

△24 24 △78 △3 △82

平成19年５月15日残高（百万円） 1,413 1,907 5,950 △3 9,268

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年11月15日残高（百万円） 51 51 9,402

中間連結会計期間中の変動額   

株式移転による増減 － － －

剰余金の配当   △202

中間純利益   123

自己株式の取得   △3

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△20 △20 △20

中間連結会計期間中の変動額合計 
          （百万円） 

△20 △20 △103

平成19年５月15日残高（百万円） 31 31 9,299



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
当中間連結会計期間 

（自 平成18年11月16日 
至 平成19年５月15日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前中間純利益   490

減価償却費   482

のれんの償却額   9

負ののれんの償却額    △20

賞与引当金の増加額    274

退職給付引当金の減少額    △41

ポイントカード債務引当金の増加額    53

貸倒引当金の増加額   9

受取利息及び受取配当金   △31

支払利息   61

資産受贈益   △22

固定資産除却損   14

減損損失   147

賃貸借契約等解約損   153

投資有価証券売却益    △50

投資有価証券売却損    8

保険解約益    △56

子会社たな卸資産評価変更差額    982

売上債権の増加額   △251

たな卸資産の減少額   428

その他資産の増加額    △316

仕入債務の減少額   △1,140

その他負債の減少額   △504

その他   2

小計   683

利息及び配当金の受取額   12

利息の支払額   △57

法人税等の支払額   △637

営業活動によるキャッシュ・フロー   0

 



   
当中間連結会計期間 

（自 平成18年11月16日 
至 平成19年５月15日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

短期貸付金の純増減額   △110

有形固定資産の取得による支出   △662

無形固定資産の取得による支出   △204

保証金の差入による支出   △30

保証金の回収による収入   203

投資有価証券の売却による収入    322

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の 
取得による支出 

  △138

保険の解約による収入   122

その他   41

投資活動によるキャッシュ・フロー   △456

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額   △850

長期借入れによる収入   5,616

長期借入金の返済による支出   △2,453

社債の償還による支出   △93

自己株式の取得による支出   △3

配当金の支払額   △202

財務活動によるキャッシュ・フロー   2,013

 Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   －

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額   1,557

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   3,765

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 5,323

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年11月16日 
至 平成19年５月15日） 

１ 連結の範囲に関する事項  

 （1）連結子会社の数 ４社 

       連結子会社の名称 

       ㈱ジップドラッグ、㈱ライフォート、㈱松ノ木薬品、㈱ホップスドラッグ 

       ㈱ホップスドラッグは、平成18年11月30日の株式取得に伴い連結子会社となりました。なお、みなし取 

   得日を、同社の決算日である平成19年３月15日としております。  

  （2）非連結子会社の名称 

    ㈱ジップ・コーポレーション 

  （連結の範囲から除いた理由）  

    総資産、売上高、中間純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも 

   中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないためであります。 

２ 持分法の適用に関する事項  

 （1）持分法適用の関連会社数 ２社 

    持分法適用の関連会社の名称 

    ビーア㈱、㈱ジップウォンツ  

  （2）持分法を適用しない非連結子会社数 １社 

    持分法を適用しない非連結子会社の名称  

    ㈱ジップ・コーポレーション 

   （持分法を適用しない理由）  

    持分法非適用会社は、中間純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、 

   持分法の対象から除いても中間連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であるため、持分法の適用範囲から除外 

   しております。  

  （3）ビーア㈱、㈱ジップウォンツとも中間決算日が中間連結決算日と異なるため、持分法の適用に当たって 

   は、各社の中間会計期間に係る中間財務諸表を使用しております。  

３ 連結子会社の中間決算日等に関する事項  

   すべての連結子会社の中間会計期間の末日は、中間連結決算日と一致しております。 

４ 会計処理基準に関する事項  

 （1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

   イ 有価証券 

     その他有価証券 

     ①時価のあるもの 

       中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

       （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

     ②時価のないもの 

       移動平均法による原価法 

   ロ たな卸資産 

     ①商品 

      月次総平均法による原価法 

     ②貯蔵品 

      最終仕入原価法による原価法 

 （2）重要な減価償却資産の減価償却方法  

   イ 有形固定資産 

      定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）は、定額法） 

      事業用定期借地権が設定されている借地権上の建物については、当該借地契約期間を耐用年数とし 

     残存価額を零とする定額法を採用しております。 

      なお、主な耐用年数は次のとおりであります。  

      建物及び構築物  ３～47年 

     器具及び備品   ２～20年  

   ロ 無形固定資産  

      定額法 

      事業用定期借地権が設定されている借地権については、借地契約期間を耐用年数とする定額法を採 

     用しており、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく 

     定額法を採用しております。 

 （3）重要な引当金の計上基準  

   イ 貸倒引当金  

     債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定 

    の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

   ロ 賞与引当金  

     従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額の中間連結会計期間負担額を計上しております。 

 



当中間連結会計期間 
（自 平成18年11月16日 
至 平成19年５月15日） 

   ハ ポイントカード債務引当金 

     販売促進を目的とするポイントカード制度に基づき、顧客に付与したポイントの利用負担に備えるた 

    め、将来の費用負担見込額を計上しております。 

   ニ 退職給付引当金  

     連結子会社の一部において、従業員の退職給付に備えるため、当中間連結会計期間末における退職給 

    付債務及び年金資産に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上して 

    おります。  

     数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数 

    （５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとして 

    おります。  

     なお、小規模企業に該当する連結子会社においての退職給付債務の算定は、簡便法によっておりま 

    す。 

     また、㈱ライフォートにおいては、平成17年４月に退職一時金制度及び適格退職年金制度の全てにつ 

    いて確定拠出年金制度へ移行し、「退職給付制度の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針 

    第１号）を適用しているため、退職給付引当金を計上しておりません。  

   ホ 役員退職慰労引当金 

     連結子会社の一部において、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当中間連結会計期 

    間末要支給額を計上しております。 

     なお、役員退職慰労金制度の変更を行ったことにより、当中間連結会計期間での繰入を実施しており 

    ません。 

 （4）重要なリース取引の処理方法  

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、 

   通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 （5）重要なヘッジ会計の方法  

   イ ヘッジ会計の方法 

     金利スワップは特例処理を採用しております。 

   ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

     借入金等の金利変動リスクをヘッジするために金利スワップを利用しております。 

   ハ ヘッジ方針 

     主に金利変動リスクを回避するためにデリバティブ取引を利用することを基本方針としております。 

   ニ ヘッジ有効性評価の方法 

     金利スワップ取引については、事前に特例処理の条件に合致している事を確認しているため、事後の 

    有効性の評価を省略しております。 

 （6）その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  

    消費税等の会計処理 

     税抜方式によっております。 

     なお、控除対象外消費税等は、発生中間連結会計期間の期間費用として処理しております。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  手許資金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク 

 しか負わない取得日から３ケ月以内に償還期限が到来する短期投資からなっております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年５月15日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、7,150百万円であります。  

※２ 当座貸越契約  

    運転資金及び出店資金の効率的な運用を図るため、取引銀行13行と当座貸越契約を締結しておりま 

  す。 

   当中間連結会計期間末における当座貸越契約に係る借入金未実行残高は次のとおりであります。  

当座貸越限度額の総額  13,000百万円

借入実行残高   800百万円

差引額  12,200百万円

当中間連結会計期間 
（自 平成18年11月16日 
至 平成19年５月15日） 

※１ 固定資産除却損の内訳  

建物及び構築物   ２百万円

その他   11百万円

 合計   14百万円

※２ 減損損失  

   当中間連結会計期間において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。  

場所 用途 種類 減損損失 

（百万円） 

 三重県  １件  賃貸資産  建物及び構築物 25

 三重県  ８件 店舗 
 建物及び構築物・そ 

 の他 
 50 

 大阪府  ３件 店舗 
 建物及び構築物・そ 

 の他 
 35 

 愛知県  ４件 店舗 
 建物及び構築物・そ 

 の他 
31 

 兵庫県  ２件 店舗  その他  5 

   当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、店舗資産・賃貸資産・遊休資産のそれ 

  ぞれの用途において物件単位ごとにグルーピングしております。その結果、店舗資産・賃貸資産について  

  は、収益性の悪化により、回収可能価額が帳簿価額を下回った上記資産グループの帳簿価額を回収可能価額 

  まで減額し、当該減少額を減損損失（147百万円）として特別損失に計上いたしました。  

減損損失の内訳  

建物及び構築物   102百万円

その他   45百万円

 計   147百万円

   当該資産グループの回収可能価額は、将来の回収が見込めないため、全額を減損損失としております。  



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年11月16日 至 平成19年５月15日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１ 普通株式の増加46,649,660株は、株式移転による持株会社設立による増加であります。  

   ２ 自己株式の増加8,152株は、株式移転に伴い連結子会社が取得した当社株式の買取による増加272株、単元未満

    株式の買取請求に応じたことによる増加7,880株であります。  

  

２．配当に関する事項 

  配当金の支払 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当中間連結会計期
間増加株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間減少株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間末株式数（株） 

発行済株式         

普通株式 － 46,649,660 － 46,649,660 

合計 － 46,649,660 － 46,649,660 

自己株式         

普通株式 － 8,152 － 8,152 

合計 － 8,152 － 8,152 

（決議） 株式の種類 配当の原資  
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年２月９日 

㈱ジップドラッグ 

定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 158 7,000 平成18年11月15日 平成19年２月13日

平成19年２月９日 

㈱ライフォート 

定時株主総会  

普通株式 利益剰余金 44 4 平成18年11月15日   平成19年２月13日

当中間連結会計期間 
（自 平成18年11月16日 
至 平成19年５月15日） 

１．現金及び現金同等物の中間期末残高と、中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成19年５月15日現在）  

現金及び預金勘定   5,323百万円

預入期間が３ケ月を超える 

定期預金、定期積金   －百万円

現金及び現金同等物   5,323百万円

 



（リース取引関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年11月16日 
至 平成19年５月15日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 （借主側）  

 (1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び中間期末残高相 

 当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却累計額 
相当額 
(百万円) 

減損損失累計額 
相当額 

（百万円） 

中間期末残高 
相当額 

(百万円) 

車両運搬具 3 3 － 0 

器具及び備品 2,013 1,364 36 612 

無形固定資産 
（ソフトウェア） 

775 566 0 208 

合 計 2,792 1,933 37 820

 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

   未経過リース料中間期末残高相当額  

１年内 461百万円

１年超 419百万円

合計 881百万円

 (3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 305百万円

リース資産減損勘定

の取崩額  19百万円

減価償却費相当額 285百万円

支払利息相当額 13百万円

減損損失   2百万円

 (4）減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。  

 (5）利息相当額の算定方法 

    リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい 

   ては、利息法によっております。  

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 65百万円

１年超 355百万円

合計 420百万円



（有価証券関係） 

当中間連結会計期間末（平成19年５月15日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年11月16日 至 平成19年５月15日） 

    ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引を除き、当中間連結会計期間末残高がないため、該当事項はあり

   ません。 

  

（ストック・オプション等関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年11月16日 至 平成19年５月15日） 

 １．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

   株式会社ジップドラッグ及び株式会社ライフォートが共同して株式移転を行ったことにより当社が設立されたこと

  で、株式会社ジップドラッグにおいて平成14年５月31日に付与されたストック・オプションは、完全親会社である当

  社に承継されました。  

   下記は、株式移転に際して、株式移転期日の前日の最終の新株予約権原簿に記載された株式会社ジップドラッグ新

  株予約権の新株予約権者に対し、同社の新株予約権に代えて交付された、株式会社アライドハーツ・ホールディング

  ス新株予約権の内容であります。  

（注）株式数に換算しております。  

種類 取得原価（百万円） 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 差額（百万円） 

(1）株式 13 65 52 

(2）その他 － － － 

合計 13 65 52 

内容 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

 その他有価証券    

 非上場株式 184 

合計 184 

  平成18年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当社相談役   ３名 

  当社役員    １名  

  当社執行役員  ２名  

  子会社役員   １名  

  子会社従業員  12名  

株式の種類別のストック・オプションの付与数（注） 普通株式  989,280株 

権利確定条件 権利確定条件は付与されておりません。  

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。  

権利行使期間 平成18年11月16日から平成24年５月31日まで。  

権利行使価格        240,840円 



（企業結合関係） 

    当中間連結会計期間（自 平成18年11月16日 至 平成19年５月15日）  

  

 １．株式移転による完全親会社の設立  

    当社は平成18年11月16日に株式会社ジップドラッグ（旧社名：株式会社ジップ・ホールディングス）及び株式会

   社ライフォートの経営統合に伴い、株式移転により株式会社ジップドラッグ及び株式会社ライフォートを完全子会

   社とする共同持株会社として設立されました。  

  

  （1）結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の目的、企業結合日、企業結合の法的形式及び 

   結合後企業の名称  

   ①結合当事企業の名称及びその事業の内容 

    名称    株式会社ジップドラッグ、株式会社ライフォート  

    事業の内容 ドラッグストアの経営  

   ②企業結合の目的  

     ドラッグストア業界は、大手各社の積極出店、改正薬事法の施行に伴う異業種の新規参入等による競争の激 

    化、及びメーカー・卸の大型再編や医療費負担抑制策の影響など、大きな変革期を迎えようとしております。 

     このような経営環境下、両社はこの大変革期の到来をチャンスと捉え、営業基盤、主要顧客、得意分野の補完

    性が高い両社がそれぞれの強みを集結し、将来も競争力のある企業集団として発展・成長していくために、経営

    統合を行うことが両社にとって最善の選択であると判断いたしました。  

   ③企業結合日  

    平成18年11月16日  

   ④企業結合の法的形式  

    株式移転による共同持株会社の設立  

   ⑤結合後企業の名称  

    株式会社アライドハーツ・ホールディングス  

  

  （2）議決権のある株式の移転比率及びその算定方法、移転により発行された株式数、企業結合後の議決権比率及び当

   該企業結合を持分の結合と判定した理由  

   ①議決権のある株式の移転比率  

     株式会社ジップドラッグの株式１株に対して当社の株式1,080株、株式会社ライフォートの株式１株に対して 

    当社の株式２株を割当交付いたしました。  

   ②算定方法  

    株式会社ジップドラッグは三菱ＵＦＪ証券株式会社に、株式会社ライフォートは株式会社みずほ銀行にそれぞれ

   株式移転比率の算定を依頼し、その算定結果を参考に両社間で協議した結果、上記のとおり合意いたしました。 

    三菱ＵＦＪ証券株式会社は、両社それぞれについて、市場株価平均法、類似会社比準法及び修正純資産法による

   分析を実施し、その結果を総合的に勘案して株式移転比率を算定しました。 

    株式会社みずほ銀行は、市場株価方式、類似会社比準方式及びＤＣＦ（ディスカウンテッド・キャッシュ・フロ

   ー）方式による分析を実施し、その結果を総合的に勘案して株式移転比率を算定しました。 

   ③株式移転により発行された株式数：46,649,660株（普通株式）  

    株式会社ジップドラッグの株式の移転により発行された株式数   24,393,960株  

    株式会社ライフォートの株式の移転により発行された株式数    22,255,700株  

   ④企業結合後の議決権比率及び当該企業結合を持分の結合と判定した理由  

    イ．企業結合後の議決権比率  

    ロ．当該企業結合を持分の結合とした理由  

      いずれの企業の株主も他の企業を支配したとは認められず、かつ以下の要件についても総合的に勘案した結

     果、持分の結合と判定し持分プーリング法による会計処理を採用しております。  

     ａ．企業結合に際して支払われた対価のすべてが議決権のある株式であること。  

     ｂ．結合後企業に対して各結合当事企業の株主が総体として有することになった議決権比率が等しいこと。 

      （当該比率が50対50から上下おおむね５パーセントポイントの範囲内にあること。）  

     ｃ．議決権比率以外の支配関係を示す一定の事実（いずれかの当事企業の役職員などが取締役会の過半数を占

      めていること、重要な財務及び営業の方針決定を支配する契約等によりいずれかの当事企業が有利な立場に

      あることなど）が存在しないこと。  

  株式会社ジップドラッグ 株式会社ライフォート 

議決権比率 52.1％ 47.9％ 



  （3）中間連結財務諸表に含まれる被結合企業の業績の期間 

    当連結会計年度開始日の結合であり、当中間連結会計期間に含まれている業績は平成18年11月16日から平成19 

   年５月15日となっております。  

  

  （4）被結合企業から引き継いだ資産、負債及び純資産の内訳  

  

  （5）会計処理方法の統一及び企業結合前の取引等の消去の内容並びに、企業結合に要した支出 

   ①会計処理方法の統一  

     株式会社ジップドラッグの前連結会計年度において、建物等の減価償却方法を、株式会社ライフォートとの会

    計方針の統一を行うことを目的として変更しております。具体的には、事業用定期借地権が設定されている借地

    上の建物の償却方法について、従来の税務上の耐用年数に基づく減価償却方法から当該借地契約期間を耐用年数

    とし残存価額を零とする定額法に変更いたしました。この結果、従来と比較して前連結会計年度において減価償

    却費が73百万円増加し、営業利益・経常利益は73百万円減少し、税金等調整前当期純損失が316百万円増加しま 

    した。  

     また、株式会社ジップドラッグのたな卸資産の評価方法を、上記と同様の理由により売価還元法から総平均法

    へ変更しております。なおこの変更は、基幹システムの変更を伴ったことから、当期首において実施しておりま

    す。この結果、当中間連結会計期間において、期首商品の売価還元法による評価額と総平均法による評価額との

    差額を「たな卸資産評価変更差額」として特別損失に982百万円計上しており、従来と比較して同額だけ税金等 

    調整前中間純利益は減少しております。  

   ②企業結合前の取引等の消去の内容 

    該当事項はありません。  

   ③企業結合に要した支出  

  

  （6）企業結合の結果、処分することが決定された重要な事業  

    該当事項はありません。  

  

 ㈱ジップドラッグ  流動資産   15,240百万円  流動負債 17,750百万円 

   固定資産 10,297百万円  固定負債  2,607百万円 

   資産合計   25,538百万円  負債合計  20,357百万円 

       株主資本  5,152百万円 

       評価・換算差額等  27百万円 

       純資産合計  5,180百万円 

 ㈱ライフォート  流動資産    7,186百万円  流動負債 8,058百万円 

   固定資産 7,739百万円  固定負債  2,644百万円 

   資産合計   14,925百万円  負債合計  10,702百万円 

       株主資本  4,197百万円 

       評価・換算差額等  24百万円 

       純資産合計  4,222百万円 

  （百万円）

 創立費  10 

 株式交付費  3 

 上場関連費用  12 

 支払手数料  66 

 その他  10 

 合 計  102 



 ２．連結子会社の合併について  

    当社の連結子会社である株式会社ジップドラッグ（旧社名：株式会社ジップ・ホールディングス）は、同社の完

   全子会社である株式会社白沢ドラッグ、株式会社東洋薬局、株式会社シーズアンドアーパスを平成18年11月16日に

   吸収合併いたしました。なお、本合併は簡易合併の手続きにより行いました。  

  

  （1）結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引

   の概要  

   ①結合当事企業の名称及びその事業の内容  

    名称    株式会社ジップドラッグ、同社の完全子会社である株式会社白沢ドラッグ、株式会社東洋薬局及び

          株式会社シーズアンドアーパス  

    事業の内容 ドラッグストアの経営  

   ②企業結合の法的形式  

    株式会社ジップドラッグを存続会社とする吸収合併方式（会社法第796条第３項の規定に基づく簡易合併）  

   ③結合後企業の名称 

    株式会社ジップドラッグ（英文名称 Zip Drug Co.,Ltd.）  

   ④取引の目的を含む取引の概要  

     株式会社ジップドラッグは、平成18年11月16日に、株式会社ライフォートと共同して株式移転により当社「株

    式会社アライドハーツ・ホールディングス」を設立いたしました。新会社グループにおいて統合効果をより確実

    に発揮するためには、同社が株式会社白沢ドラッグ、株式会社東洋薬局及び株式会社シーズアンドアーパスを吸

    収合併することが最善であると判断し、同社は各子会社を平成18年11月16日に吸収合併いたしました。  

  

  （2）実施した会計処理の概要  

    株式会社ジップドラッグを存続会社とする完全子会社の吸収合併であるため、各子会社の平成18年11月15日現在

   の適正な帳簿価額により資産及び負債を引き継いでおります。  

  



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成18年11月16日 至 平成19年５月15日） 

      当社グループの事業は医薬品、健康食品、化粧品、日用品等の販売とこれに付帯する業務の単一事業であ 

     り、当該事業以外に事業の種類が無いため、該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成18年11月16日 至 平成19年５月15日） 

      本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外店舗が無いため、該当事項はありません。      

【海外売上高】 

当中間連結会計期間（自 平成18年11月16日 至 平成19年５月15日） 

      海外売上高が無いため、該当事項はありません。  

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

（重要な後発事象） 

     該当事項はありません。 

  

(2）【その他】 

     該当事項はありません。  

当中間連結会計期間 
（自 平成18年11月16日 
至 平成19年５月15日） 

１株当たり純資産額 199円 38銭

１株当たり中間純利益金額 ２円 65銭

潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 ２円 63銭

  
当中間連結会計期間 

(自 平成18年11月16日 
至 平成19年５月15日)

１株当たり中間純利益金額   

中間純利益（百万円） 123 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － 

普通株式に係る中間純利益（百万円） 123 

普通株式の期中平均株式数（株） 46,645,429 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額   

中間純利益調整額（百万円） － 

普通株式増加数（株） 454,657 

（うち新株予約権） （454,657） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり中間純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

 － 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
当中間会計期間末 

（平成19年５月15日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１．現金及び預金     3,336

２．関係会社売掛金     13,666

３．たな卸資産     1,062

４．関係会社短期貸付金     3,848

５．その他     2,257

流動資産合計     24,171 71.7

Ⅱ 固定資産     

１．有形固定資産 ※１   23 0.1

２．無形固定資産     108 0.3

３．投資その他の資産     

(1）関係会社株式     9,350

(2）その他     40

投資その他の資産合
計 

    9,391 27.9

固定資産合計     9,523 28.3

資産合計     33,695 100.0

      

 



    
当中間会計期間末 

（平成19年５月15日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

      

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１．買掛金     14,560

２．短期借入金     700

３．関係会社短期借入金     605

４．１年内返済予定 
長期借入金 

    1,648

５．その他 ※３   1,641

流動負債合計     19,155 56.9

Ⅱ 固定負債     

  長期借入金     4,966

固定負債合計     4,966 14.7

負債合計     24,121 71.6

（純資産の部）     

Ⅰ 株主資本     

１．資本金     1,413 4.2

２．資本剰余金     

（1）資本準備金   500 

（2）その他資本剰余金    7,437 

  資本剰余金合計      7,937 23.5

３．利益剰余金     

（1）その他利益剰余金     

   繰越利益剰余金    226 

  利益剰余金合計      226 0.7

４．自己株式     △3 △0.0

株主資本合計     9,573 28.4

純資産合計     9,573 28.4

負債純資産合計     33,695 100.0

      



②【中間損益計算書】 

    
当中間会計期間 

（自 平成18年11月16日 
至 平成19年５月15日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     39,138 100.0

Ⅱ 売上原価     38,313 97.9

売上総利益     824 2.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費     550 1.4

営業利益     274 0.7

Ⅳ 営業外収益      

 １．受取利息    12  

 ２．受取手数料    137  

 ３．その他    3 153 0.4

Ⅴ 営業外費用      

 １．支払利息    19  

  ２．その他   1 21 0.1

経常利益     406 1.0

Ⅵ 特別損失      

   経営統合費用   24 24 0.0

税引前中間純利益     382 1.0

法人税、住民税及び
事業税 

  171  

法人税等調整額   △15 155 0.4

中間純利益     226 0.6

        



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年11月16日 至 平成19年５月15日） 

  

株主資本 

純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 資本 
準備金 

その他資本
剰余金  

資本
剰余金 
合計 

その他 
利益剰余金 利益 

剰余金 
合計 繰越利益 

剰余金 

平成18年11月15日 残高 
        （百万円） 

－ － － － － － － － －

中間会計期間中の変動額       

株式移転による増加 1,413 500 7,437 7,937 － － － 9,350 9,350

中間純利益   226 226   226 226

自己株式の取得   △3 △3 △3

中間会計期間中の変動額合計 
        （百万円） 

1,413 500 7,437 7,937 226 226 △3 9,573 9,573

平成19年５月15日 残高 
        （百万円） 

1,413 500 7,437 7,937 226 226 △3 9,573 9,573



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

当中間会計期間 
（自 平成18年11月16日 
至 平成19年５月15日） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 （1）有価証券 

    子会社株式及び関連会社株式 

    移動平均法による原価法 

 （2）たな卸資産 

    ①商品 

     月次総平均法による原価法 

    ②貯蔵品 

     最終仕入原価法による原価法 

 ２ 固定資産の減価償却の方法  

 （1）有形固定資産 

    定率法を採用しております。 

    なお、主な耐用年数は次のとおりであります。  

   器具及び備品   ２～10年  

 （2）無形固定資産  

    定額法を採用しております。 

    なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。 

 ３ その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項  

   消費税等の会計処理 

    税抜方式によっております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年11月16日 至 平成19年５月15日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加8,152株は、株式移転に伴い連結子会社が取得した当社株式の買取による増加 

   272株、単元未満株式の買取請求に応じたことによる増加7,880株であります。  

  

当中間会計期間末 
（平成19年５月15日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、4百万円であります。  

  

  

 ２ 当座貸越契約  

    運転資金及び出店資金の効率的な運用を図るため、取引銀行９行と当座貸越契約を締結しておりま 

  す。 

   当中間会計期間末における当座貸越契約に係る借入金未実行残高は次のとおりであります。  

当座貸越限度額の総額  11,500百万円

借入実行残高  700百万円

差引額  10,800百万円

 ※３ 消費税等の取扱い 

     仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債の「その他」に含めて表示しておりま 

    す。 

当中間会計期間 
（自 平成18年11月16日 
至 平成19年５月15日） 

減価償却実施額  

   有形固定資産 ４百万円 

   無形固定資産 11百万円  

  
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

普通株式 － 8,152 － 8,152 

合計 － 8,152 － 8,152 



（リース取引関係） 

    該当事項はありません。  

  

（有価証券関係） 

当中間会計期間末（平成19年５月15日現在） 

    当中間会計期間末において、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

（企業結合関係） 

    当中間会計期間（自 平成18年11月16日 至 平成19年５月15日）  

    当社は平成18年11月16日に株式会社ジップドラッグ（旧社名：株式会社ジップ・ホールディングス）及び株式会

   社ライフォートの経営統合に伴い、株式移転により株式会社ジップドラッグ及び株式会社ライフォートを完全子会

   社とする共同持株会社として設立されました。当株式移転の会計処理では、持分プーリング法を適用しておりま 

   す。  

     以下項目については、中間連結財務諸表注記に記載しているため、注記を省略しております。 

    １．結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の目的、企業結合日、企業結合の法的形式並びに 

     結合後企業の名称  

    ２．議決権のある株式の移転比率及びその算定方法、移転により発行された株式数、企業結合後の議決権比率並

     びに当該企業結合を持分の結合と判定した理由  

    ３．中間連結財務諸表に含まれる被結合企業の業績の期間 

    ４．被結合企業から引き継いだ資産、負債及び純資産の内訳  

    ５．会計処理方法の統一及び企業結合前の取引等の消去の内容並びに、企業結合に要した支出 

    ６．企業結合の結果として、処分することが決定された重要な事業  

  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

（重要な後発事象） 

    該当事項はありません。  

  

当中間会計期間 
（自 平成18年11月16日 
至 平成19年５月15日） 

１株当たり純資産額 205円 26銭

１株当たり中間純利益金額 ４円 85銭

潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 ４円 80銭

  
当中間会計期間 

(自 平成18年11月16日 
至 平成19年５月15日)

１株当たり中間純利益金額   

中間純利益（百万円） 226 

普通株主に帰属しない金額（百万

円） 
－ 

普通株式に係る中間純利益（百万

円） 
226 

普通株式の期中平均株式数（株） 46,645,429 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益

金額 
  

中間純利益調整額（百万円） － 

普通株式増加数（株） 454,657 

（うち新株予約権） （454,657） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間純利益金額の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

－ 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 該当事項はありません。  

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年 ８月 ８日

株式会社アライドハーツ・ホールディングス    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 野田 弘一  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 吉田 敏弘  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 豊原 弘行  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アライドハーツ・ホールディングスの平成18年11月16日から平成19年11月15日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成18年11月16日から平成19年５月15日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社アライドハーツ・ホールディングス及び連結子会社の平成19年５月15日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間（平成18年11月16日から平成19年５月15日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年 ８月 ８日

株式会社アライドハーツ・ホールディングス    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 野田 弘一  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 吉田 敏弘  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 豊原 弘行  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アライドハーツ・ホールディングスの平成18年11月16日から平成19年11月15日までの第１期事業年度の中間会計期間

（平成18年11月16日から平成19年５月15日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び

中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社アライドハーツ・ホールディングスの平成19年５月15日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間（平成18年11月16日から平成19年５月15日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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